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ボストン コンサルティング グループ

POST COVID - 19の
消費者心理を読み解く
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新型コロナウイルス感染拡大の影響で生活習慣の変更を余儀なくされた結果、
価値観が「家庭・健康重視」へとシフト。特に、子供がいる世帯でその傾向が顕著

「感染拡大後に以前より行うようになった」と回答した人の割合(%)1

パンデミックの影響により、多くの人の生活習慣が変化 結果、価値観自体が「家庭・健康重視」にシフトする層が出現

「感染拡大後にライフスタイル・価値観が変わった」と回答した人の割合(%)1
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運動/食事など
健康に気を使う

家族と過ごす
時間を増やす

家庭生活の水準を
向上させる

仕事より家庭を
優先する

全体 (n=8,579) 子供と同居する世帯 (n=2,447)

1. 「仕事より家庭を優先する」の設問は、有職者の回答者における割合を表示
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし
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家にいる時間を増やす

ニュースを見る、読む

自炊・料理

テレビ/映画/演劇/動画

ECサイト訪問

Q. 新型コロナウイルスの感染拡大以降に、以前より行うようになったことは
何ですか?

Q. ご自身のライフスタイルに対するお考えは、新型コロナウイルスの感染拡
大以降に変化がありましたか?
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今後の習慣化意向:大

新型コロナウイルス感染症の影響で変化した習慣の一部は今後も継続していく見立て

注: 質問文: 「新型コロナウイルスの感染拡大以降に、以前より行うようになったことは何ですか」「あなたが緊急事態宣言発令中に以前より行うようになったことは、1年後にはどうなっていると思いますか」
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし

コロナ以降の頻度増加:

今後の習慣化意向:

コロナ以降の頻度増加:

今後の習慣化意向:

コロナ以降の頻度増加:

今後の習慣化意向: ~

コロナ以降の頻度増加:

家にいる時間を増やす キャッシュレス決済と
アプリでの銀行取引

健康的な食生活と
健康のための運動

ECサイトの訪問と
ECでの購入

手洗い・うがい 自炊・料理・ナカ食 アウトドア オンライン授業

ニュースを見る・読む

マスク着用

在宅勤務

食事のテイクアウト

実店舗を避ける

フードデリバリー

ビデオ通話

コロナにより強制され、
今後も継続する習慣

コロナを契機に増加し、
経験者には定着する習慣

コロナで増加するも、
既に減少傾向にある習慣

コロナで増加するも、
定着/離脱が併存する習慣

カフェ/コワーキング
スペースでの仕事

中

小大

大 中 中

小 中
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COVID-19により
強制された習慣

COVID-19を契機に
定着する習慣

減少傾向にある
習慣

定着/離脱が
併存する習慣
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1年後も習慣的に行っていると思う(%)*2

グループでのビデオ電話

COVID-19以降に頻度が増えた(%)*1

テレビ/映画/演劇/動画

家族/友達とのメール・電話

ニュースを見る、読む

満員電車を避ける

SNS利用

1対1のビデオ電話

実店舗を避ける
家族と過ごす

自炊・料理

ゲームテイクアウト

ECサイト訪問

アウトドア

家にいる時間を増やす

健康のため運動

カフェ/コワーキングスペースでの仕事

健康的な食生活

手洗い・うがい

アプリでの銀行取引オンライン授業

マスク着用

フードデリバリー

ナカ食

ECでの購入
在宅勤務

キャッシュレス決済

(ご参考) 新型コロナウイルスの感染拡大前後で頻度が増えた習慣と、今後の実施意向

1. 新型コロナウイルスの感染拡大以降に以前よりも行うようになったと回答した習慣
2. それぞれの習慣に対して、1年後も習慣的に行っている回答者 (「習慣的に行うようになっていると思う」と答えた回答者) の割合 *2020/6, 2020/8, 2022/8の調査の中で最も高い値を使用
注: 質問文: 「新型コロナウイルスの感染拡大以降に、以前より行うようになったことは何ですか」「あなたが緊急事態宣言発令中に以前より行うようになったことは、1年後にはどうなっていると思いますか」
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし

余暇
デジタル化
健康・感染防止
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家庭を優先する層や、在宅勤務が増加し家事分担の見直したとする人も一部いるが、男女
で意識のギャップが存在し、男性が思っているほど女性の負担軽減は進んでいない
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自分の負担を
増やした

男性 男性 女性

負担は
変わっていない

自分以外の家族の
負担を増やした

男性参画意向:
大

男性参画意向:
小

家の掃除 食事の準備/片付け 育児/子供の教育 ペットの世話 衣類の洗濯

対象:(学生・主婦・無職を除いた)有識者のみ *公務員・農林漁業・自営業・アルバイト等も含む のうち、「家事や育児などの家庭内の分担を見直した」と回答した人
注: 質問文: 「家庭内の家事／育児の分担を見直したと回答されましたが、それぞれどのように変化がありましたか？」
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし

▲45% ▲33% ▲23%
▲21% ▲21%

男性が「自分の負担を増やした」といっている項目でも、女性は「自分以外の家族の負担が増えた」とは感じておらず、ギャップが存在
「在宅勤務で家事の負担を見直した」と回答した人の負担状況 (n=202)
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日本の消費者の新型コロナウイルスに起因する不安は依然として一定あるものの、2020年の
調査時よりは大幅に改善
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まだ最悪の事態は脱していない 景気後退が起きる

-20

-21

2020/4月中旬 5月初旬 5月下旬5月中旬 6月中旬 6月下旬 7月下旬 8月下旬 2022/8月

注: 質問文: 「新型コロナウイルスに関して、以下の記述にどれほど賛同しますか」; そう思う・強くそう思うと回答した人の割合の合計
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19消費者心理調査、2020年4月18~20日、5月1~3日、5月15~17日、5月29~31日、6月12~14日、6月26~28日、7月31日~8月3日、8月28日～8月31日、
2022年8月5~7日 (N=7,485、7,936、7,963、8,115、8,152、8,160、8,240、8,036、8,579 日本)、ウェイトバックなし
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感染爆発や感染者の
増加は再びあると思う

-52

下記の記述に賛同する回答者の割合 (%)
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世帯年収は二極化が進行。地域別にみると、都市部の方がより影響を受けている
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~300万
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78 77 81 82

2

その他県庁また
は政令指定都市

4

左記以外東京23区

3

京都市/大阪
市/神戸市

3

10%以上収入減少10%以上収入増加 変わらない

注:質問文: 「あなたの2021年の世帯年収はいくらでしたか。税引前の金額でお答えください」; 「~10%減少した」「10~20%減少した」「20%以上減少した」の合計と「~10%増加した」「10~20%増加した」「20%以上増加した」
の合計で比較
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし

世帯収入が低い層に収入減少の傾向が大きく、
世帯収入が高い層に収入増加の傾向が大きい 23区・京阪神エリアにおいて収入の変動がより大きい
世帯年収別・2019年と比較した世帯年収の変化 (%) 居住地域別・2019年と比較した世帯年収の変化 (%)
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経済的な悲観度合いは、現役世代で悪化し、シニア・若年層では改善。一方、実際の
消費動向は「メリハリをつける若年層」と「一律で引き締めるシニア層」という構図

注: 質問文「あなたの現在の財政状態に対する感情を最も良く表していると思うものは以下のどれですか。一つ選んでください。」に対し、「経済的に安全ではないと感じる」「財政難に陥っていると感じる」の合計割合
質問文「今後１カ月の間で、以下の店舗／サイト／サービスのあなたの支出の総額は、過去１カ月間に比べてどう変化すると思いますか」に対し、「通常よりかなり少なくなる」「通常より多少少なくなる」の合計と、「通常より
かなり多くなる」「通常より多少多くなる」の合計を比較
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし
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-12 -17 -17

11 7 9 7
-5

5

若年層は
「増やす」「減らす」
の幅が大きく、
メリハリの付いた
消費行動へ

シニア層は
全体として

「支出を減らす」
方に偏っている

シ
ニ
ア
世
代

Ｚ
世
代

-13 -1 -10 +4 -10

-10 +2 -4 +3 -2

特にシニア層の経済的な不安感は改善しているが
現役世代では不安感は増加

若年層は、消費を増やす/減らすの幅が大きく、メリハリを付けた
消費をしていく傾向があるが、シニア層は一律で消費を減らす傾向

経済的に不安を感じている割合 (%) 各チャネルによる支出の増減意向 (%)
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直近の物価高に対し、多くのカテゴリで7割前後の回答者が物価上昇を感じてはいるものの、
「価格が上がっても、変わらず購入する」層が多数派で、消費行動の変化は限定的

注: 質問文: 「あなたは、以下の分野における全般的な価格や手数料は、どのように変化したと感じていますか？」、「物価の上昇を感じている分野での消費に関して、行動の変化はありましたか？」
出所: ボストン コンサルティング グループ COVID-19 消費者心理調査、 2022年8月1日~8月3日 (N=8,579 日本)、ウェイトバックなし
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変わらず購入している

66

34

直近で価格が
上がったと感じる
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価格は上がったが
変わらず購入している

60

40

直近で価格が
上がったと感じる

78

22

価格は上がったが
変わらず購入している

食品・飲料 (%) アパレル・ファッション (%) 住居 (%) 教育・育児 (%)
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各回7,000人以上の消費者が回答

調査期間
第1回: 2020年4月18~20日 (n= 7,485)
第2回: 2020年5月1~3日 (n= 7,936)
第3回: 2020年5月15~17日 (n= 7,963)
第4回: 2020年5月29~31日 (n= 8,115)
第5回: 2020年6月12~14日 (n= 8,152)
第6回: 2020年6月26~28日 (n= 8,160)
第7回: 2020年7月31~8月3日 (n= 8,240)
第8回: 2020年8月28~31日 (n= 8,036)
第9回: 2022年8月1~3日 (n= 8,579)

性別 (%) 地域 (%)

年代 (%) 職業 (%)

49 48 49 49 50 49 50 51 49

51 52 51 51 50 51 50 49 51

1 42 763 5 8 9

女性

男性

16 15 16 16 16 15 16 16 15

17 17 16 16 16 16 17 17 16

17 17 17 17 17 17 17 17 17

17 17 17 17 17 18 17 17 17

17 17 17 17 17 17 17 17 18

16 17 17 17 17 17 17 16 18

61 752

70－

83 4 9

60~69

50~59

40~49

30~39

18~29

25 26 25 26 25 26 27 26 25

75 74 75 74 75 74 73 74 75

71 4 82 3 65 9

それ以外の地域

東京23区

45 44 45 45 45 44 42 45 44

21 20 19 21 20 20 20 19 19

34 35 36 35 35 36 37 36 37

1 82 3 74 5 6 9

無職・その他

非正規雇用・
学生

正規雇用

ボストン コンサルティング
グループ
COVID-19消費者心理
調査の概要
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担当者
マネージング・ディレクター & シニア・パートナー 津坂 美樹
マネージング・ディレクター & パートナー 森田 章
パートナー 紀平 啓子
コンサルタント 宮﨑 太郎

連絡先
マーケティング (広報担当) 直江 涼子
電話: 03-6387-7000
メール: press.relations@bcg.com
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